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今後の評価において参考となると思われる一次評価結果の概要等 

 

（内部統制の充実・強化） 

 ＜リスクの把握及び対応＞ 

評価委員会名 評価結果の概要等 

総務省独立行政法

人評価委員会 

【統計センター】 

＜評価結果＞ 

 リスクの把握・対応に関して、調査票及び調査票情報の

滅失、破損、漏えい、公表期日前の統計調査結果の漏えい、

製表結果の精度の低下、人的・物的リソースの不足をリス

クと位置付け、これらのリスクに対応するため、製表業務

における品質管理、情報セキュリティ対策、コンプライア

ンスの徹底及び危機管理に対する対策の取組を行ってい

る。特に、製表業務の品質管理については、製表業務を品

質、要員、期限の３つの側面ごとに品質目標を定めた品質

管理活動推進策を毎年度策定し、これに基づき取組状況の

監視、達成状況の評価、活動内容の見直しといった品質管

理におけるＰＤＣＡサイクルを着実に回し、総合的品質管

理が実施されており、品質の維持・向上が図られているこ

とは評価できる。また、情報セキュリティ対策では、統計

センターが行うべき情報セキュリティ対策基準を定め、全

職員を対象に、ｅラーニング等により周知徹底を図ってい

るほか、情報セキュリティ対策に関する統計センターの信

頼性の維持・向上を図るために、公的認証基準であるＩＳ

ＭＳ認証を平成 19年度以降取得・更新し、ＰＤＣＡサイク

ルによる統制がより強化されており、深刻な危機は発生し

ていないことは評価できる。 

 

文部科学省独立行

政法人評価委員会 

【国立文化財機構】 

＜評価結果＞ 

組織全体で取り組むべき重要なリスクとして、①適切な人

員の確保、②給与削減対応に伴う人事交流の確保、③大規

模自然災害等への対応（耐震化等）、④文化財の破損・盗難・

劣化等、⑤収蔵庫の不足、⑥電力逼迫下における収蔵庫・



評価委員会名 評価結果の概要等 

展示室等の適切な温湿度管理を把握しており、対応が図ら

れている。 

＜実績＞ 

【組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）の把握

状況】 

リスクの把握については、役員会のほか 

･国立文化財機構 7 施設連絡協議会（24 年度開催回数：1

回） 

法人全体や各施設の課題の整理や連絡・協議を行い、

必要に応じて役員会に上程している。 

・国立文化財機構研究・学芸系職員連絡協議会（24 年度

開催回数：1回） 

研究調整役のもと、機構内の研究者間の情報交換の

場を設け、展覧会企画、機構の取組み、課題等につ

いて協議を行い、必要に応じ役員会に上程している。 

などにより把握している。 

把握している重要なリスクは以下の通りである。 

・適切な人員の確保 

業務の拡充・拡大にもかかわらず、人件費削減など

により人員の補充が困難であり、職員の負担が過大

となっている。身分的に不安定な任期付きの非常勤

職員やアソシエイトフェローによる対応には限界が

あり、文化財の取扱・展示・調査研究等に必要な専

門知識や技術の継承が困難になりつつある。 

・給与削減対応に伴う人事交流の確保 

臨時特例法（国家公務員の給与の改定及び臨時特例

に関する法律）への対応については、国立文化財機

構と従来人事交流を行ってきた大学法人等の間で差

が生じており、人事交流の継続が困難になりつつあ

る。 

・大規模自然災害等への対応（耐震化等） 

・文化財の破損・盗難・劣化等 

・収蔵庫の不足 

・電力逼迫下における収蔵庫・展示室等の適切な温室度

管理 

【組織全体で取り組むべき重要な課題（リスク）に対す
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る対応状況】 

リスクに対する対応については、役員会のほか 

･国立文化財機構７施設連絡協議会（24 年度開催回数：1

回） 

法人全体や各施設の課題の整理や連絡・協議を行い、

必要に応じて役員会に上程している。 

・国立文化財機構研究・学芸系職員連絡協議会（24 年度

開催回数：1回） 

研究調整役の下、機構内の研究者間の情報交換の場

を設け、展覧会企画、機構の取組、課題等について

協議を行い、必要に応じ役員会に上程している。 

などにより対応している。 

  

厚生労働省独立行

政法人評価委員会 

【国立重度知的障害者総合施設のぞみの園】 

＜評価結果＞ 

⑥ 内部統制について 

内部統制については、理事長の指示の下に、平成 20年

度に取りまとめた報告書に基づき、①リスク対応に重点

を置いた取組、②内部監査の実施、③継続的なモニタリ

ングによる内部進行管理の充実、④施設利用者に係る感

染症の蔓延防止対策、事故防止対策及び防災対策等リス

ク回避・軽減への取組及び⑤業務内容の情報公開等を行

うなど、適切な統制環境確保に向けて取り組んでいると

認められる。 

 また、のぞみの園の内部統制の課題に対して、組織が

一体となって対応する仕組みの構築が有用であることか

ら、職員研修会を実施し、組織が抱える課題を職員一人

ひとりの問題として理解・認識して取組を実施し、利用

者の福祉サービスの質の向上に努めている。 

内部統制の取組については、リスク対応計画の取組に

よる業務効率化・有効化状況を調査し評価することが必

要であるので、内部監査等において、その実施状況を確

認し、監査結果を当法人ホームページに掲載し、内部統

制・ガバナンス強化に努めていると認められる。 

＜実績＞ 

① 内部統制の向上を図るための取組 
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○ 平成 24年度も引き続き、のぞみの園の「阻害要因

（リスク）一覧」をもとに、法人として優先的に対

応するリスク（以下「優先対応リスク」という。）に

ついて計画の策定をし対応した。 

【優先対応リスク】 

・生活棟における支援・介護などの不備による利用

者の骨折、打撲・創傷など 

・誤与薬の発生 

・当事者意識の欠如 

○ リスク対応計画の策定にあたっては、優先対応リ

スクに対する現状把握、課題抽出及び課題対応策の

策定について、幹部職員、現場責任者及び職場担当

者に対して役職縦横的、組織縦横的にヒアリングを

実施し、各リスクの内部統制の成熟度の評価結果に

基づき行った。 

リスク対応計画の取組は、各リスクに対する各部

所の現在の対応状況・課題、対応策、対応期限及び

担当部所等を定め、平成２５年３月までに計画に基

づき、担当部所が他の関係部所と連携を図りつつ、

リスクの軽減等のための取組を行った。 

また、リスク対応計画の取組状況のヒアリングを

２回行い、計画の進捗状況の確認を行った。 

  

農林水産省独立行

政法人評価委員会 

【森林総合研究所】 

＜評価結果＞ 

 内部統制の充実・強化を通じて業務全般にわたる適正化

及び運営の改善と活性化を図るため、平成 23年度に引き続

き、PDCA サイクルによる研究所の業務に係るリスクの識

別、評価、対応計画の策定を行い、内部統制強化のための

リスク対応の取り組みを進めた。平成 24年度は、研究所と

して優先して対応すべきリスクとして、「行政との連携」、

「種苗の生産と配布」、「契約地の管理」及び「効果的な広

報の推進」の４ 点を選定し、これらのリスクに対して取り

組むべき具体的な対応計画を策定したうえで、年度内の実

施状況を点検した。 

主な対応計画と実施状況の具体的な例としては、 
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① 「行政との連携」では、林野庁及び森林総研の幹部に

よる会合において、行政要望と研究成果の意見交換を行

い、今後対応すべき課題を集約した。特に、行政ニーズ

の高い低コスト林業、木質バイオマス、及び放射能に関

わる分野横断的研究会を組織し、行政ニーズへの活用や

今後検討すべき課題を抽出するなどして、研究成果の行

政施策への反映に努めた。 

② 「種苗の生産と配布」では、生産数が限られているエ

リートツリー原種について、都府県間の配布調整におけ

る混乱を回避するため、原種生産見通しにより次年度以

降も配布が可能であることを示し、都府県と事前調整を

図り、適正な配布決定を行った。また、都道府県の希望

時期を踏まえた配布実施について、隠れたリスクを排除

し適切な配布が行えるよう、配布実施状況について、都

道府県にアンケートを行うこととした。 

③ 「契約地の管理」では、公益的機能を高度かつ持続的

に発揮する観点から、長伐期施業あるいは複層林施業を

進めるため、契約の期間延長や権利保全を着実に進める

必要があることから、契約管理マニュアルに基づき、契

約変更手続きに取り組むとともに、変更登記手続きが行

えない契約地については、明認方法により権利の保全を

図った。 

④ 「効果的な広報の推進」では、国民のニーズに対応し

た効果的な情報を発信するため、広報体制検討委員会を

設置し、情報の受け手のニーズを的確に把握することに

努めた。また、送付物の内容に合わせた送付先の見直し・

仕分け作業を進め、効果的な配布に努めた。さらに、見

やすいホームページの作成を目的に、全所的にデザイン

の統一を図った。一方、刊行物による広報活動の費用対

効果を検討し、刊行物の PDF 化によるホームページへの

掲載を活用し、印刷経費等の軽減を進めた。 

 

 

 

 

 



 ＜原子力施設等の安全管理＞ 

評価委員会名 評価結果の概要等 

文部科学省独立行

政法人評価委員会 

【放射線医学総合研究所】 

＜評価結果＞ 

リスク管理について、縦、横の情報共有及び組織ごとの

役割の明確化、効率化に目を配り、理事長が良くマネジメ

ントに工夫・努力している。また、リスク管理会議におい

てリスクの洗い出しに努め、リスクの識別対応が適切に行

われ、必要に応じて点検及び見直しを行い、リスクに適切

に対応している。 

＜実績＞ 

・ 最重要リスクとした地震等の自然災害対応について、

まず震度６弱を想定し、予想される問題及び対応策に

ついて検討することを決定した。これをモデルケース

として、他のリスクについても重要度の高いものを優

先し、対応していくことを決定した。 

・ 昨年度把握したリスクとして、施設・設備の老朽化

対策に関し、今後 6 年間（平成 24 年度～29 年度）の

設備機器改修年次計画を策定したが、24 年度は計画に

従い、「万一の地震等におけるエレベータ内閉じ込めに

即応するため、エレベータインターホンの集合化」等

を実施した。 

・ 放医研では放射性同位元素、放射線発生装置の使用

等及び核燃料物質の使用等（政令第 41 条該当施設）を

行っていることから、放射線障害防止法や原子炉等規

制法等を遵守することが課せられており、これらの 法

令に基づき、放射線障害予防規程や核燃料物質使用施

設保安規定等、所内規程を設けている。これらに従い

放射線障害の防止に必要な施設、設備等 （遮へい、閉

じ込め等に必要な施設、設備や放射線測定器等）につ

いて点検を行い、維持管理を行うとともに、異常時に

は、これらの規定等に基づき、異常事態の解消等の措

置を講じることとしている。なお、放射線管理区域に

立ち入る者及び取扱等業務に従事する者に対しては、

必要な教育及び訓練を実施している。 

･ 当研究所には、HIMAC をはじめとする放射線発生装置

及びそれに付随する施設があり、これら施設の適切な
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管理は極めて重要な事柄であると認識している。これ

らの装置・施設に関しては、年間の整備、保守計画を

立てて、 週例点検や定期点検などを通じ、その健全性

をチェックしている。更に、その装置を熟知した研究

者、技術者が運転及び管理業務に当たり、役務の運転

要員を常時配置し、装置の状況を監視している。 

  

 

  



（成果・効果の明確化） 

評価委員会名 評価結果の概要等 

文部科学省独立行

政法人評価委員会 

【教員研修センター】 

＜評価結果＞ 

（研修成果の指標） 

① （略） 

② （略） 

③ 受講者の任命権者である都道府県・指定都市教育委員

会、市町村教育委員会又は所属する各学校長等に対して、

研修終了後１年後を目途としてアンケート調査等を実施

し、事業年度平均で80％以上から、「研修成果を効果的

に活用できている」などのプラスの評価を得る。 

④ 受講者又はその任命権者等に対する調査等を適宜実施

し、事業年度平均で80％以上の受講者が、研修終了後に、

各地域における学校訪問の実施、各教育委員会等が行う

研修等の企画・立案、講師として又は各種教育施策の企

画・立案・推進において指導的な役割を担っているとの

結果を得る。 

（分析・評価） 

○ 委託研修を除く全ての研修において、受講者の参加率

は85％以上であり、目標を達成している。また、有意義

回答率、任命権者、各学校長の「研修成果を効果的に活

用できている」とのプラス評価、受講者が各地域におけ

る研修等の企画・立案、推進で指導的な役割を担ってい

るとの評価はそれぞれ、85、80、80％を超えており、い

ずれも研修成果の目標を達成しており評価できる。 

 

厚生労働省独立行

政法人評価委員会 

【労働者健康福祉機構】 

＜評価結果＞ 

平成 24年度の業務実績の評価結果（総合評価書） 

  産業保健推進センター等における人材育成（産業保健

関係者に対する研修）業務については、研修事業の効果

的・効率的な実施を図る観点から、現場で実践できるス

キルを体得させることを目的とした参加型研修や、時宜

を得たテーマの設定、休日・夜間の開催等の取組により、

研修件数及び受講者の有益度調査に係る目標を達成して

いることは評価できる。 
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  （中略） 

  なお、人材育成（研修）業務等について、研修件数等

の量的な評価指標に加えて、事業の効果についての客観

的な評価指標を設定することが望まれる。 

 

農林水産省独立行

政法人評価委員会 

【水産大学校】 

＜評価結果＞ 

（自己評価に対する評価委員会における検証（委員会にお

ける基礎項目評価結果） 

［所見］ 

・ 二級海技士免許筆記試験合格率の達成目標は、専攻科

の受験者中 80％であるが、「二級海技士（機関）」にお

いては、76.9％と目標を達成できていない。改善のため

の対策が望まれる。 

・ 三級海技士（航海）の取得率が 86.2％に留まっており

「すべての学生が三級海技士試験などに合格するように

努める。」とする年度計画を達成できておらず、この取

得率が 100％に達しなかった原因の分析と、取得率向上に

向けた今後の取り組みを行う必要がある。 

・ 就職希望者の就職率 95.5％、そのうち水産関連分野

81.5％であり、年度計画の 75％以上は確保されており、

さらなる充実が期待される。 

 

経済産業省独立行

政法人評価委員会 

【工業所有権情報・研修館】 

＜評価結果＞ 

３．行政機関・民間企業等の人材に対する研修 

○ 各研修で習得した知識や実務能力は受講生の所属機関

で活用されており、研修効果として出願の厳選等の行動

につながり、特許審査の迅速化に貢献しているものと認

められる。その結果、「2013年には審査順番待ち期間につ

いて 11か月（FA11）を達成」という特許庁の政策目標が

達成できる見込み となっており、「特許庁の業務の迅速

化に資する」という目的に沿った成果として評価できる。 

○ 受講生のニーズを踏まえたカリキュラム等の見直しを

常に実施しており、その結果としてアンケートによる満

足度が多くの研修で 100％を獲得している点は評価でき
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る。 

＜実績＞ 

○ 特許庁の業務の迅速化等に資することを目的とし

て、民間企業等における先行技術調査の能力不足や重

要性・困難性の理解不足を補い、効率的な出願・権利

化行動を促すため、民間企業等の検索業務者を対象と

した研修（「検索エキスパート研修（上級）」「検索エキ

スパート研修（意匠）」「特許調査実践研修」「外国特許

文献検索のための講習会」）を実施。各受講生は、特許

庁審査官の用いる調査手法等の理解を深め、所属企業

での業務に取り入れることでより効果的な出願業務等

を実施。 

 ・開催回数 ６回（達成度 100%）（平成 23年度 ９回） 

 ・延べ受講者数 178名（平成 23年度 216名） 

  （中略）※ 上記以外の研修等の実績の列挙あり。 

○ 各研修の受講者は、募集の段階で民間又は行政機関

において工業所有権業務に従事している者に限られて

おり、各研修で習得した知識や実務能力は、受講生の

所属機関における知財関連業務で活用され、研修効果

として出願の厳選等の行動につながり、結果として特

許審査の迅速化等に貢献。「2013年には審査順番待ち期

間について 11か月（FA11）を達成」という特許庁の政

策目標が達成できる見込みとなっており、特許庁の政

策目標達成に寄与。 

 

 

 

  

 

  



（受益者負担の妥当性等） 

評価委員会名 評価結果の概要等 

文部科学省独立行

政法人評価委員会 

【国立女性教育会館】 

＜評価結果＞ 

 これまで無料であった研修参加費について、自己収入の

拡大のため一部研修に参加者負担を採り入れたことは評価

できる。企業向けセミナーのように組織内への受益が大き

い研修や個人の専門性を高めたりする研修を有料とするこ

とは妥当である。しかし、国の施策を推進するための研修

などは受講者負担を極力軽減すべきである。そのため受講

料設定に当たっては研修内容の趣旨・目的を踏まえて検討

してほしい。 

＜実績＞ 

（研修参加料収入） 

 234千円 【前年度 0千円】 

（内訳） 

・ 企業を成長に導く女性活躍促進セミナー：受講料

3,000円 

・ 女子学生のためのキャリア形成講座（埼玉県私立短

期大学協会との連携授業）：資料代1,500円 

 

【日本学生支援機構】 

＜評価結果＞ 

  納入金については、準備教育を行う他の日本語教育機

関とほぼ同水準であり、利用者に対して妥当かつ合理的

な金額であるといえる。 

＜実績＞ 

【受益者負担の妥当性・合理性】 

○ 日本の大学院・大学・高等専門学校等の高等教育機

関に進学を希望する外国人留学生のために、優れた日

本語教育と必要な基礎科目の徹底した習得を含めた予

備教育を行うため、下記のとおり納入金（選考料、入

学金、授業料、教材費、施設維持費、課外活動費を含

む）を設定している。 

  この納入金は、東京都内と近畿地区にある、準備教

育を行いかつ宿舎を有する他の日本語教育機関とほぼ

同水準であり、利用者に対し妥当かつ合理的な納入金
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をもって、質の高い優れた教育を提供している。 

  1年コース：納入金 810,000円 

  1年半コース：納入金 1,167,500円 

 

【大学評価・学位授与機構】 

＜評価結果＞ 

 他の認証評価機関の手数料を参考にするなど、妥当性・

合理性は認められる。 

 認証評価の評価手数料を引き上げて収支を均衡させると

ともに、民間評価機関とのイコールフッティングに近づけ

たことは評価できる。 

＜実績＞ 

 評価手数料については、他の認証評価機関の手数料を

勘案し、業務の効率化を図りながら、適切な額を設定し

ている。 

 平成 23 年度においては民間認証評価機関の手数料に

準ずるよう、大学機関別認証評価の評価手数料を引き上

げた（大学：１学部あたり 30 万円→35 万円、１研究科

あたり 20 万円→35 万円）。平成 24 年度においては、民

間認証評価機関の会費を考慮した評価手数料引上げを行

った。（大学：基本費用 200 万円→360 万円、１学部・

１研究科あたり 35 万円→63 万円、高等専門学校：基本

費用 160 万円→240 万円、１学科あたり 20 万円→30 万

円）。 

運営費交付金については、民間評価機関とのイコール

フッティングを図る観点から、上記の評価手数料の引き

上げにより平成 25 年度から機関別認証評価事業に計上

していない。 

  

経済産業省独立行

政法人評価委員会 

【工業所有権情報・研修館】 

＜評価結果＞ 

３．行政機関・民間企業等の人材に対する研修 

○ 研修の受講料について、特に中小・ベンチャー企業所

属の受講者は受講料が無料となっているが、これは政策

的重要性に鑑みると必要な措置といえる。その結果、平

成 24年度の受講料収入と実施コストにおいて不均衡が生
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じているが、最終的に特許庁の審査迅速化という形で特

許庁が裨益することから、妥当な受益者負担となってい

るものと認められる。ただし、受講者数が現状で十分と

いえるかは検証が必要と思われる。 

＜実績＞ 

○ 研修（審査基準の適切な考え方や拒絶理由に対する

適切な応答方法に関する知識等を積極的に提供し理解

を深めるための研修（「特許審査基準討論研修」「意匠

審査基準討論研修」「意匠拒絶理由通知応答研修」））の

受講料は、情報・研修館の内部規則に基づき、研修の

日数、科目、受講対象者等を勘案して実費相当額が定

められている。ただし、中小・ベンチャー企業に所属

する受講者は政策的に無料としている等の要因から研

修受講料収入額は研修実施コストを下回っており、不

足分は運営費交付金を充当している。 

 ・収入額 888千円 

 ・支出額 1,381千円 （収支差▲493千円） 

  

国土交通省独立行

政法人評価委員会 

【自動車事故対策機構】 

＜評価結果＞ 

安全指導業務は事業者が確保すべき安全運行を確実なら

しめるものであることから、事業者からの手数料収入を基

本とし、その手数料は低廉なものに設定しているところで

ある。 

 手数料のあり方については、事業者の多くは中小零細企

業であり、経済情勢、経営状況等の事業者の負担能力等を

勘案しなければ、受講、受診率の低下を招き、本来の目的

である事故の未然防止が図られなくおそれがあるため、事

業者を取り巻く現下の厳しい経営環境の下では、慎重に検

討する必要がある。 

 

 

  



（施設・事務所等別の評価） 

評価委員会名 評価結果の概要等 

財務省独立行政法

人評価委員会 

【酒類総合研究所】 

＜評価結果＞ 

イ 酒類製造者を対象とした講習 

  清酒製造技術講習（２回）及び酒類醸造講習（清酒上級

コース、本格焼酎コース）は、日本酒造組合中央会と共

催し、収支相償の理念に基づき 東京事務所と広島事務所

で実施した。受講者数、内容等から開催の目的と目標は

達成されたと判断するとともに、受講者の満足度も高か

った。 

  講習業務については、業界からのニーズが高く、受講希

望者は定員を超えている状態である。 

  酒類製造における伝統技術の継承および酒類業界の発

展に向け大きく寄与することから、酒類総研の果たすべ

き重要な役割のひとつでもある。 

＜実績＞ 

イ 酒類製造者等を対象とした講習 

（イ）清酒製造技術講習 

  清酒製造業者の経験の浅い従業員に対する講習とし

て 清酒製造技術講習を東京事務所において次表のとお

り実施した。 

  講習生ＯＢに特別講義の講師を依頼し、講習生のモチ

ベーションの向上につなげるとともに、「技術・技能チ

ェックシート」を利用して講習生の習熟度の把握に努

め、フォローアップの時間を設けるなど、理解度に即し

た対応を行った。 
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（ロ）酒類醸造講習 

  清酒及び本格焼酎に関する 酒類醸造講習を広島事務

所において次表のとおり実施した。 

 

  

文部科学省独立行

政法人評価委員会 

【国立文化財機構】 

＜評価結果＞ 

  地方公共団体の埋蔵文化財担当者、博物館・美術館の保

存担当学芸員に対する研修、大学や大学院との教育連携

を積極的に行い、今後の中核となる文化財担当者に対す

る人材育成を実施し、着実に成果を上げていると認めら

れる。 

  また、受講者の満足度も高く、今後も継続が望まれる。 

＜実績＞ 

 主な実績 

 ① 文化財担当者研修（奈良文化財研究所） 

   遺跡の発掘調査や保存・整備等に関し、必要な知識

と技術の研鑽を図るため、地方公共団体等の埋蔵文化

財担当者を対象として、専門研修 12課程の研修を実

施し、延べ 156名が受講した。 

   研修受講者全員に対するアンケート調査では、全員

から「有意義だった」「役に立った」との回答を得て

おり、充実した研修が実施できた。 

 ② 博物館・美術館等保存担当学芸員研修（東京文化財

研究所） 

   第 29回保存担当学芸員研修、保存担当学芸員フォ

ローアップ研修、第 17回資料保存地域研修を、それ

ぞれの趣旨に沿ったプログラムの下で実施し、非常に
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高い満足度を得た。 

 ③ 

 ・ 東京藝術大学との間での連携大学院教育の推進（東

京文化財研究所） 

   保存環境計画論、修復計画論、修復材料学特論、保

存環境学特論をシラバスに則り開講した。また、実習

として文化財保存学演習を１コマ担当した。 

   これまで中止していた学生受け入れを平成 25年度

より再開するため、平成 25年度修士課程入学の学生

募集を行い、入試の結果、１名の合格者を決定した。 

 ・ 京都大学、奈良女子大学との間での連携大学院教育

の推進（奈良文化財研究所） 

   京都大学大学院人間・環境学研究科において 5 名、

奈良女子大学大学院人間文化研究科において３名の

研究職員が、客員教授・准教授として各専門分野に関

する講義、演習、実習を通して、大学院生の研究指導

を行った。 

   なお、平成 24年度の受入学生数は京都大学 28名、

奈良女子大学３名であった。 

   その他、奈良大学と協定を締結し、５名の研究職員

が非常勤講師として、学部生の教育を行った。 

  

 

  



（利便性向上に向けた取組） 

評価委員会名 評価結果の概要等 

文部科学省独立行

政法人評価委員会 

【日本学生支援機構】 

＜評価結果＞ 

 日本留学試験利用案内を作成し、試験の利用促進に取り

組むとともに、日本留学試験を利用した渡日前入学許可等

の取組を促したことで、渡日前入学許可実施校が前年度か

ら増加していることが評価できる。 

＜実績＞ 

 利便性を向上させる観点から、平成 22年度及び平成 23

年度に文部科学省が実施したコンピュータ試験の試行試

験の結果も踏まえて、現行の試験をコンピュータ試験に

移行する場合の具体的な運用プラン、実施スケジュール、

試験問題開発に関する課題、導入費用等を整理し、コン

ピュータ試験化に関するメリット・デメリットを検証す

るための調査を実施し、引き続き検討した。 

 外国人留学生の入学選考において、日本留学試験の成

績を利用し、国外から直接出願を受け付け、入学選考の

ための出願者を渡日させることなく合否を判定し、入学

を許可する「渡日前入学許可制度」を促進している。平

成 24年度は、大学等に対し、日本留学試験の利用や渡日

前入学許可等の取組を促したところ、平成 23年度よりも

実施校数が増加したことから、日本留学試験利用者の利

便性が向上した。 

  

厚生労働省独立行

政法人評価委員会 

【医薬品医療機器総合機構】 

＜評価結果＞ 

 審査等業務について、新医薬品審査業務は、従来からの

増員計画が未達成となっているものの、総審査期間につい

て目標を上回っており、総審査期間を平成 23年度に比べて

さらに短縮できたことを高く評価する。このほか、一般用

医薬品、後発医療用医薬品等の行政側審査期間の目標を達

成したことも高く評価できる。 

一方で、新医薬品（通常品目）の総審査期間の目標は達成

しているものの申請者側期間の目標が達成できていないこ

とから、承認申請前の段階での治験相談等の実施を要請し、

申請資料のまとめ方及びデータの評価を十分に行うこと等
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を助言・指導していくことや日米欧の規制当局と迅速に対

応できるよう十分なリソースの確保等を申請者側に要請す

るといった取組により、行政側の審査期間の一層の短縮と

ともに、申請者側期間が短縮されることを期待する。 

医療機器審査業務については、新医療機器（優先品目、

通常品目）、改良医療機器（臨床なし品目）、後発医療機器

においては総審査期間の目標をほぼ達成できたことは評価

するが、改良医療機器（臨床あり品目）は総審査期間の目

標を下回った。これは、申請年度が古く、既に長期化した

品目の審査を精力的に進めることにより行政側期間の目標

は達成したものの、申請者側期間の目標が達成できなかっ

たためであり、今後は、総審査期間の目標が達成されるよ

う、一層の努力を期待する。 

＜実績＞ 

 新医薬品の総審査期間（中央値）については、平成 23

年度までにドラッグ・ラグを解消することを目標として

定めた中期計画に基づき、各年度毎の具体的な目標を定

めた年度計画を策定しており、平成 24年度においては、

優先品目は目標９ヵ月に対して実績は 6.1ヵ月、通常品

目は目標 12ヵ月に対して実績は 10.3ヵ月と目標を上回

っており、増員と研修等による質の向上策の効果が出て

きているものと高く評価する。 

これを行政側期間と申請者側期間に分けてそれぞれの

審査期間（中央値）を分析すると、優先品目の行政側期

間は目標６ヵ月に対して実績は 3.8ヵ月、申請者側期間

は目標３ヵ月に対して実績は 1.5ヵ月、通常品目の行政

側期間は目標９ヵ月に対して実績は 5.7ヵ月、申請者側

期間は目標３ヵ月に対して実績は 4.2ヵ月となっている。

行政側期間はいずれも目標を大きく上回っているが、通

常品目の申請者側期間は目標を下回っていることから、

承認申請前の段階で、治験相談等の実施を要請し、申請

資料のまとめ方及びデータの評価を十分に行うこと等を

助言・指導していくことや日米欧の規制当局と迅速に対

応できるよう十分なリソースの確保等を申請者側に要請

するといった取組により、申請者側期間の短縮を期待す

る。 
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なお、新医薬品の平成 24年度の承認件数は、優先品目

で 53件（平成 23年度：50件）、通常品目で 81件（同：

80件）であり、承認件数全体としては、ほぼ同数だが、

審査期間については短縮されており、この点についても

高く評価する。 

また、その他の医薬品分野の総審査期間（中央値）に

ついては、後発医療用医薬品が行政側期間の目標 10ヵ月

に対して実績は 5.9ヵ月、一般用医薬品は行政側期間の

目標８ヵ月に対して実績は 4.1ヵ月、医薬部外品は行政

側期間の目標 5.5ヵ月に対して実績は 4.9ヵ月でいずれ

も目標を上回っていることは高く評価できる。 

※ 新医療機器等についても、上記と同様に実績についての記載

あり。 

  

経済産業省独立行

政法人評価委員会 

【情報処理推進機構】 

＜評価結果＞ 

申請者、評価者を交えた三者会議を適宜開催し、評価機関

の評価作業と認証機関の認証作業を並行して行い、さらに

類似認証事例の内部共有化を行うことで評価認証に要する

期間を短縮する取組みを継続的に実施し、中期計画で掲げ

た 40 日以内を全て達成（最長処理日数は 34 日、平均処理

日数は 12.2 日）しているなど利用者の利便性の向上に寄

与していることを評価。 

 

 

  



（保有資産の見直し） 

評価委員会名 評価結果の概要等 

文部科学省独立行

政法人評価委員会 

【日本芸術文化振興会】 

＜評価結果＞ 

・ 職員宿舎については、「独立行政法人の職員宿舎の見直

し計画」及び「独立行政法人の職員宿舎の見直しに関す

る実施計画」に沿った見直しを進めており、平成 23年度

に６戸の借上げ宿舎を廃止し、平成 24年度には東京地区

の借上げ宿舎３戸を廃止した。 

・ 職員宿舎に関しては、平成 22年度から年々減少してい

る。廃止の決定がなされていない宿舎についても、状況

に応じて適時方針を見直す等、対応されたい。 

＜実績＞ 

（１）職員宿舎(８)（東京地区(７)、大阪地区(１)） 

当法人は東京・大阪に事業所を保有しており、円滑な

人事異動など業務上の必要から、安定的かつ継続的に職

員宿舎を確保する必要があり、養成研修生の利用も含め

た適切な管理運営を図っている。なお借上げ宿舎につい

ては平成 23年度に６戸、平成 24年度に３戸廃止した。 

25年４月末現在、保有宿舎全 64戸（うち４ 戸を養成

研修生が利用）で入居率は 76.6％である。その他、借上

宿舎が２施設(２戸)あり、入居率は 100％である。（東京

地区０、大阪地区２） 

・ 「独立行政法人の職員宿舎の見直し計画」（平成 24

年４月３日行政改革実行本部決定）及び｢独立行政法人

の職員宿舎の見直しに関する実施計画」（平成 24年 12

月 14日行政改革担当大臣決定）に沿った見直しを進め

ている。23年度に６戸の借上げ宿舎を廃止したことに

続き、24年度には東京地区の借上げ宿舎３戸を廃止し

た。引き続き、宿舎の適切な管理運営に努めるととと

もに、入居者の円滑な退去等に配慮しつつ、職員宿舎

の削減を図る。 

・ 一部の宿舎については、養成研修生への貸与を実施

し、宿舎の有効活用を図っている。 

  

経済産業省独立行

政法人評価委員会 

【中小企業基盤整備機構】 

＜評価結果＞ 



評価委員会名 評価結果の概要等 

○ 「独立行政法人の職員宿舎見直し計画」（平成 24年４

月３日公表）及び「独立行政法人の職員宿舎の見直しに

関する実施計画」（平成 24年 12月 14日公表）に示され

た方針に従い、現在の入居職員が退去次第廃止すること

とした借り上げ宿舎（５宿舎）について、24年度末まで

に３宿舎を廃止したことは評価できる。 

＜実績＞ 

所有宿舎（５宿舎）については、存置と所有宿舎近辺の

借上げ宿舎への移行とのコスト比較を行ったところ、存

置の方が経済的であることから、継続して使用すること

を決定（24年度利用率 58％）。 

 

＜評価結果＞ 

○ 職員宿舎の廃止・集約化に係る計画（20年３月策定）

に基づき職員宿舎の廃止、改修工事を実施した宿舎への

集約化等の取り組みを継続実施しており評価できる。 

＜実績＞ 

20年３月末時点：自己所有 137戸、区分所有 39戸、 

25年３月末時点：自己所有 103戸（▲34戸）区分所有

０戸（▲39戸） 

廃止宿舎数（所有）：73戸（▲41.5％） 

 

＜評価結果＞ 

○ また、宿舎制度の自主的な見直しにより、借上上限額

見直し、自己負担の増額等を行い、宿舎に係る法定外福

利費を削減（23年度比 23.4％の削減、20年度比 58.9％

の削減）したことは高く評価できる。 

 

 

  



（運営費交付金債務の評価） 

評価委員会名 評価結果の概要等 

経済産業省独立行

政法人評価委員会 

【工業所有権情報・研修館】 

＜評価結果＞ 

○予算決算差額として約 10億円が生じており、その主な要

因として節減に日常的に取り組まれていることは高く評

価できる。一方、予算決算で乖離が生じた部分について

は、不安定要因はぬぐえないものの、ある程度現実的な

予算作成が必要ではないか。 

＜実績＞ 

○平成 24 年度における運営費交付金債務は、単年度で

1,001,667 千円発生しており、債務残高として

2,182,757 千円を計上。平成 24 年度運営費交付金に対

する割合はそれぞれ、10.5%、22.9%となっている。 

○平成24年度における運営費交付金債務の主な発生要因

としては、①競争的調達及び出願件数の減少等の外的

要因に伴う節減の実施による節減（約5.7億円）、②事

業実施内容の見直し等による節減（約2.2億円）、③そ

の他の要因に伴う節減（約1.9億円）等により発生した

ものであり、事業の未実施や遅れが生じているもので

はない。 

○運営費交付金債務残高については、翌事業年度以降に

おいて収益化する予定。特に、今後の課題として、特

許庁業務・システム最適化計画を踏まえた情報システ

ムの開発が情報・研修館においても発生する見込みで

あり、第3期中期目標期間開始当初に想定していなかっ

た対応への財源として使用していくことも検討中。 

  

 

 


